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 戦後日本の・海外子女教育については既に多くの実践と調査がある。中でも・異文化間でおこる

該当海外コミュニティーと日本人との間での人問関係については、その困難さが指摘されると共

に、数々の試みがなされてきた。本研究は、いわゆる現地校の中に日本人学校があるという、従来

とは異なる状況の下での、日本人児童とオーストラリア人児童のインターラクションを調査、分析

したものであ乱得られた結果は、今後の海外子女教育にひとつのモデルを提供するに留まらず・

今後ますます増加が予想される国内での外国人やその子供たちの教育問題、すなわち異文化接触で

の様々な課題へ、多くの示唆を与えるものとなろう。
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Abstmct

  Among many reports and researches about Japanese chi1dren overseas，particular1y

much is said about the relationships between the Japanese and the peop1e of the loca1

community．Genera11y speaking，it is difficult for Japanese chi1dren to estab1ish close re1ation－

ships with1ocal community chi1dren．In1983，a new type of Japanese schoo1opened in

Austra1ia，where the Japanese school was bui1t on the campus of an Australian school．The

unique aspect of this schoo1is that it is neither a joint schoo1between the Australian and

Japanese，nor a fu11－day Japanese schoo1which has become a part of a1ocal primary schooI．

The research was conducted in cooperation with the Japanese Studies Centre in Melboume

and especially concentrated on the interaction between Japanese and Austra1ian children．

The outcomes raise various suggestions not on1y for the overseas Japanese school but for

future cross－cu1tural relationships between Japanese children and children in other cu1tures．

Keywords：Education for Japanese children overseas，Friendship network，Cross－cu1tura1

     interaction                       （Received August25．1995）
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1．はじめに（研究の背景）

 帰国子女・海外子女教育の問題が、取り上

げられるようになって久しい。ここでいう帰

国子女とは・主に父親の海外勤務により一定

期間を海外で過ごした子供たちのことであ

り、海外子女とは、一その大多数は日本への

帰国を前提としているが一 海外に居住する

日本人の子供たちのことである。本稿で取り

上げるのは、後者、海外子女についてである。

尚、子女という言葉の使用に問題があること

は否めないが、ここでは従来通り、帰国子

女・海外子女という名称を用いることにす

る。

 さて、海外子女は、その義務教育段階での

日本の教育機関への就学形態をみると、以下

のように分けられる。すなわちその内訳は、

約40％が全日制日本人学校に通う児童、やは

り約40％が主に週末に授業がなされる補習授

業校に通う児童、そして、約20％がその他の

形態をとる児童となっている（海外子女教育

史編纂委員会、1991）。ここで、あとの二つの

グループはいわゆるインターナショナルス

クールや現地校での教育を主に受ける子供た

ちであり、日本人学校での教育を主に受ける

初めのグループの児童と、対比することが出

来る。①

 海外子女の、海外における生活について

は、いろいろな切り口が考えられ、これまで

にも多くの研究や調査が行われてきた（前

掲）。しかし、異文化体験という観点から、彼

らにとってその後の人格形成や成長に最も影

響を与えた事柄として、学校を中心とする生

活を挙げないわけにはいかない。そして、そ

の中でも重要なのは友人関係、特に日本人児

童と現地の子供との友人関係であるという研

究結果が出ている（中西、1988）。

 ここに、上に挙げた日本人学校と現地校と

いう二つの就学形態というコンテクストでこ

の問題を考える必要が出てく孔日本人学校

の場合は、現地から隔絶した環境、言い換え

れば、海外子女がほとんど現地の子供たちと

の接点が持てない状況が、従来から問題視さ

れてきた。一『もっと開かれた日本人学校を1』

という議論が叫ばれるようになって久しい②。

しかし、一方の現地校に通う児童はという

と、近年アメリカを中心に種々の問題が指摘

されている③。彼らの場合、日本人と現地の子

供の相互交流（インターラクション）は、一

見その機会が十分に与えられているように考

えられるが、親友というレベルでは、圧倒的

に日本人の友人の方が、現地人の友人より多

いという結果も報告されているのである（所

沢、1990）。

 海外子女教育の目標の一つに、その異文化

体験を最大限促進することが常に挙げられる

が、彼らにとっての異文化体験は、自らと異

なる文化をもつ人、子供の場合は特に友人関

係を除いては、不可能である。一方、国内で

は、海外子女・帰国子女は、豊富な異文化体

験を持ち、これからの国際化時代の貴重な

ヒューマン・リソースとの見方が敷延してい

る。しかし現実は、そのような観測や期待を

覆すような状況も多いことが、上から分か

る。

 だが、ここで言われている友人とは、一体

どのような存在なのであろうか。彼らとのフ

レンドシップ・ネットワークの実際はどう

なっているのであろうか。海外子女教育の現

在までの歩みとその問題点を考える時、徒に

その成否を性急に論ずる前に、それら子供の

インターラクションヘの切り込みを図ること

が必要なのではないか。本論は、そうした問

題の一端に迫ることを試みるものである。
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2．研究のフレームと意義

 海外子女の異文化における生活実態調査と

しては、小林らの先駆的な調査があるが（小

林哲也他、1979）、江淵は、東南アジア諸都市

での日本人学校を更に詳しく調査している

（江淵、1981．1982）。すなわち、海外子女の

現地での適応は、親の意識によって大きく影

響され、その意識によって・『開かれた日本人

学校型』、『閉ざされた日本人学校型』、『内地

志向型』、『現地検志向型』という四つに分け

られるとしたのである。同時に、日本人児童

と現地人の子供との相互交流が極めて限られ

たものであるとの指摘がなされている。その

後、日本人児童の異文化体験を様々な角度か

ら扱った研究は幾つか発表されたが④、特に、

子供の交友関係に更に深いメスを入れたもの

として・箕浦の研究を取り上げない訳にはい

かないであろう（箕浦、1984）。

 同研究には、多くの新しい知見が見られる

が、中でも特に本研究と関わるのは、以下で

ある。すなわち、箕浦は多くのケーススタ

ディーにより・日本人児童をアメリカ人児童

との交友密度の程度によって、A一『アメリ

カ人とは、同じ教室で授業を受けているとい

う形態でしか接触がなく、交友は日本人に限

定される場合』、B一『学校での昼食時のグ

ループにはアメリカ人が人っているが、個人

的交友はほとんどない場合』、C一『アメリカ

人のグループの一員になっているが・接触頻

度はあまり高くない場合』、D一『アメリカ人

の親友がいる場合』という四類型に分けた。

且つ調査にあたっては、学校でのランチタイ

ムと下校後の交友が重要な場として取り上げ

られている。同研究では、交友関係を、対人

関係領域における特有の意味空間の体得とい

う大きな枠組みの中で捉えようとしたのであ

るが、更に注目すべきこととして、それらの

交友関係を規定する因子に、渡航時の年齢と

滞在年数の重要性をはっきり挙げている点が

ある⑤。

 更には、フォーナム、ボクナーによる、海

外子女をその経験の違いによって、『単文化

型（日本文化のみ）』、『二文化型（日本と現地

社会）』、『多文化型（日本と現地文化の他に他

地域からきた人々の文化）』という3つのカ

テゴリーに分ける（Fumham，Bochner

1986）という試みがあるが、こうした研究に

加え、毎年発行される、海外日本人学校・補

習授業校に赴任した教師の『在外教育施設に

おける指導実践記録』（東京学芸大学海外子

女教育センター、1978－1992）等をみても、

やはり、現地人の児童との交友関係を深める

ことの難しさが、幾度も繰り返し指摘されて

いる。

 翻って、現地人児童と親しくなれた契機に

ついては、補習授業校に通う子供は、現地校

での生活を挙げており、日本人学校の生徒

は、下校後のスポーツクラブやサークル活動

を挙げているという調査報告も出ている（東

京学芸大学海外子女教育センター、1986）。海

外子女にとっての、学校生活の果たす役割・

開かれた日本人学校の意義が改めて問われる

所以である。

 本研究は、このような議論を踏まえ、以下

に述べるように、児童の交友関係における親

密度に注目し、次いでそれを具体的に示す行

動を捉え直したものである。そして、その親

密度に影響を及ぼしている様々なインターラ

クションという要因の分析へと考察を進め

る。そうする事によって、「交友関係が深ま

る、深まらない。」という議論の前に、その実

態の諸相を検証し直したいと考えたからであ

る。この問題は、ややもすると社会的、文化
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的という、かなり大きなコンテクストの中で

のみ捉えられがちであるが、それとは異なる

レベルで、すなわち学校というフィールド

を、いわばミクロのレベル、現場の視点から

分析することが、この問題への光を当てるこ

とになると考えたからであ孔

 本研究のもう一つの意義は、海外日本人児

童を対象とした学校の中では、おそらく最も

開かれた学校と呼べるであろう、モーエル補

習授業校（準全日制日本人学校）を、研究の

フィールドとしたことである。それは以下に

述べるように、同校が通常の日本人学校や補

習授業校と比べ、現地人死量との交友関係が

非常に深い子供から少ない子供まで・実に幅

広く存在する学校であったからである。

3．研究のフィールド

 さて、いわゆる開かれた日本人学校・補習

授業校についてであるが、先進諸外国の海外

教青機関では、R．グッドマン（1992）の指摘

を待つまでもなく、自国民以外の国籍の児童

が在籍することは、さほど珍しくない（水島、

1986、霧島、1986、木戸、1989）。

 翻って、我が国の状況はどうかというと、

全日制では、シドニー日本人学校・日量学院

が、補習授業校では、ウェリントン補習授業

校等が様々な試みを行っている歴史がある。

しかしながら、日量学院でもいろいろな問題

を抱えていることは、例えば毎日新聞社が同

校で行ったシンポジウムの報告に詳しいし

（毎日新聞社、1984）、シドニー日本人学校

（海外子女教育振興財団、1993）も、以前筆者

の行った観察、同校保護者との懇談で、日本

人死量とオーストラリア人児童のインターラ

クションが・かなり限られたものになってし

まう点が指摘され得るのである。こうした状

況の下、モーエル補習授業校は、1983年に開

校した。

 モーエルは、オーストラリア、ビクトリア

州の州都メルボルンから東へ約150キロに位

置する人口2万人の地方都市である。辺り一

面の牧草地帯であるが、地下に無尽蔵と言わ

れる褐炭を埋蔵することから、第二次オイル

ショックの後、日豪両国政府の指導の下、数

社の日本企業が共同して、石炭液化のプロ

ジェクトを始めた。80年代半ばには、日本人

人口約200人（これは、オーストラリアでは、

当時シドニー、メルボルンに次いだ）、小中学

校の児童約60人が常時、同市に滞在したので

ある。

 同地区の日本人小学生は、全てビクトリア

州立コマーシャルロード小学校の正規の生徒

として登録された。授業日は週5日で、毎日

午前3時間、午後2時間の授業がある。日本

人児童は、そのうちの2時間のみを、同小学

校の敷地内にあるジャパンセンターといわれ

る建物にやって来て、国語と算数を中心とし

た授業を受けるのである。すなわち、ジャパ

ンセンターでの授業は、日本でのいわゆる音

楽や図工のような特別教科として、同小学校

のカリキュラムに組み込まれた訳だ。反対

に、オーストラリア人児童は、週1－3時間の

日本語・日本文化の授業を・これも日本人教

師によって受けている。

 全校生200人足らずの内、約50人が日本人

というのが平均的な数であった。モーエルの

方式は、例えば、シドニー日本人学校のそれ

と比べると、両国の生徒数の比率や時間割等

で、日豪の割合を全て反対にしたような形と

なった。日本の文部省とビクトリアの教育省

への交渉の結果、この形が生まれたのである

が、関係者はそれをモーエル方式と呼び、現

地校の軒先を借りた日本人学校として捉えた

のである。
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 様々な試みがなされたが（モーエル補習授

業校、1991）、現地人児童と日本人死量のイン

ターラクションが、学校・と地域の双方で｛こ

れ程日常的、かつ全面的に行われた海外日本

人学校・補習授業校の例は数少ないと言える

であろう。

4．一 ｻ在までの研究と今回の調査方法

 ここ一で、今回の研究がなされるまでに行わ

れた同校をフィールドとする調査とくその結

果について、一・簡単に述べておきたい。’

。まず、30名の児童に対し、・アンケートによ

る予備調査が行われた（馬渕、1988）。そこ．で

は、1積極的に異文化接触を試みている児童

は、オrストラリアに来てからの滞在年数の

長い者、オーストラリア人の友人と多くの時

間遊んでし．・る者に多いことが指摘された。す

なわち、従来よく取り上げられてきた、親や

子供本人の滞在国に対するイメージなどとい

う観念的な要素より、オーストラリア人の友

人と過ごす時間の長さとい・う物理的セッティ

ングの重要性が認められたのである。これ

は、当然と言え午くもないが、．印掲g箕浦g

研究結果と同じ結論を得たことになb、以後

の調査への指針を与えた。同時に、一このよう

な調査でのアンケート・すなわち質問紙調査

の限界と問題を認識させ、以後のイーンタ

ビュー、すなわち聞き取り調査の導入につな

がった。

 その後のインタビュー調査でも、上記予備

調査で得た結果の確認が行われたが（1990）、

そこでは、子供の友人関係において、対日本

人、対オーストラリア人にどれくらいの友人

を持っているかという数的な尺度に、問題が

あることが分かってきた。すなわち、ある子

供にとっては、同じクラスの同性の子供はほ

とんどが友人であるし、別の子供・は、もっと

深いインターラクションを持つ子供だけを友

人と見なすからである。ここで、自分が最も

親しいと思う友人との関係をたずね、その親

密度を以後の尺度に用．いることにした6

 11名の日本人児童に対するインタビュー調

査の結果は、1993年度の異文化間教育学会で

報告された一が、そこではく上記の親密度に影

響を及ぼしている様々な要因についての分析

が一なされた』そ’の結果のデっ一に、従来の調査

ではぺ子供の異文化接触の場として学校が中

心に取り上げられてきたのに対し、学校外で

のセッティングの重要性が認められたことが

ある。すなわち学校というフォ〒マルな状況

下にないくインフォーマルな場でのインター

ラクションの大切さが指摘されたのである。

 今回の研究は、一．親密度とそれに影響を及ぼ

すインターラクションの分析という基本的な

フレームを継承しつつ、インタビューでの標

本数を11名から30名に増やすことによって

データの信頼性を高め、これまでに得た知見

を、・より深く確認しようと試みたものであ

る。以下、今回の調査方法について述べる。

 対象となったのは、上記モーエル補習授業

校の小学校4年生か・ら中学校3年生までの男

子17名、女子13名の生徒、合計30名である。

調査は、次のように行った。一まず親密度に関

する30分程のインタビュニが各児童になされ

た。そめ後、その要因に関しての児童並びに

母親へのアンケートがく児童には教室での集

合調査法で、母親には該当児童がアンケー」ト’

を持ち帰り回答してもらう方法で行われた。

インタビュー、アンケートとも、調査を行っ

た30名全員の児童とその母親から回答を得る

ことが出来た。その後、メルボルンにあるモ

ナシュ大学ジャパニーズ・スタディーズ・セ

ンターの協力を得て、一分析が行われた。イン

タビューとアンケートの概要、そして分析の
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方法は次の通りである。

 まず、インタビューの部分である。これは、

前記の各日本人児童の対オーストラリア人、

対日本人それぞれの友人数などを問うアン

ケート方式では、意味ある結果は得られない

という予備調査の結果から、まずじっくり

と、自分にとって親友とはどんな友人かを

語ってもらった。その後、その概念に基づい

て（中には、話が前後する子供も当然いたが）

オーストラリア人と日本人で親友と呼べる人

がいるかどうか、いるとすれば自分にとって

どれくらい大切な友人なのか、友人について

出切るだけ多くのことを述べてもらうことに

したのである。その結果で、オーストラリア

人の親友とより深い関係を保っている児童か

らそうでない児童へと、親密度による順位

を、30名の児童につけた。

 更に、その親密度を具体的に示す行動を問

うために、前記の箕浦の研究や東京学芸大学

海外子女教育センターの調査を参考に考えら

れた以下の4項目について、質問を行った。

それは、①下校後および週末の行動におい

て、お互いに訪問しあう頻度、②共通のス

ポーツクラブやサークルに参加している場

合、やはりその頻度、③電話で話し合う時間

数及び頻度、④学校にいる時、その親友と一

緒に過ごす休み時間数及び頻度である。

 次に、親密度に影響を及ぼす可能性のある

要因についてのアンケートであるが、その内

容をまとめると以下のようになる。まず、児

童の母親のみに問うたものとしては⑥、海外

赴任歴、母親自身がどれだけオーストラリア

人と時間を共にしているか、子供に英語の

レッスンを受けさせている場合その時間数、

日本人とオーストラリア人それぞれの子供を

自宅へ呼ぶ頻度、現地のクラブ等へ子供を参

加させている頻度、そしてオーストラリアに

来てからの滞在年数がある。母親と子供の両

方に共通して問うたものとしては、オースト

ラリアの生活での満足度、オーストラリアの

マスコミとの接触度、日本のマスコミ（この

場合は、ビデオ、新聞が主になる）との接触

度などである。最後に各児童の英語力につい

ては、現地検のESLの成績を参考にした。

 以上の項目について、それが対オーストラ

リア人と対日本人という観点から比較が出

来、かつその程度により順位がっけられるも

のを選び出しれそして、その結果から、

オーストラリア社会やオーストラリア人との

接触やインターラクションがより強く認めら

れる者を上位に取るようにして、各項目毎の

順位を再び児童につけた。こうして出した各

項目毎の児童の順位と、先の親密度によって

付けられた児童の順位を比較し、最後に両者

の関係をスピアマンの順位相関係数
    k
〔o＝1－6Σd書／k（k2－1）〕で計ってみた。親密
    仁1
度とそれに影響を及ぼす可能性のある要因と

の相関関係を確かめようとしたのである。以

下は、その結果である。

5．調査の結果、および考察

 A 親密度について

 まず各々の子供にとって、親友とはどのよ

うな友人を指すのかという間いについては、

当然色々な答えが返ってきたが、多くの男子

児童が、『共に遊ぶ、一緒の時間を多く持つ』

を挙げたのに対し、女子児童の多くが、『何で

も話せる、信頼できる』というメンタルな面

を挙げていたという結果があった。しかしこ

こで重要な点は、そのような親友との主観的

な親密度と、実際の行動との関係である。イ

ンタビューでは、親友のいない児童の場合

も、日本人の中で最も親しいと思う友人名、

オーストラリア人の中で最も親しい友人名
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（共に複数回答を町とした）を挙げてもらい、

彼らとの親密度の程度、そして行動について

たずねていった。その結果、オーストラリア

人死量に対し、他の日本人児童と比べてより

深い親密度を抱いている児童には、次のよう

な行動との相関が見られたのである（図1参

照）。

 それは、下校後お互いの家へよく行き来す

る、学校外で同じスポーツ・サークル活動に

所属している、そして電話で話す機会がよく

あるというものである（前の2つは、箕浦や

学芸大センターの結果とも一致する）。反対

に、学校にいる間、例えば、昼休みや他の休

み時間に一緒によく遊ぶかどうかについて

は、有意な相関は見られなかっれこれにっ

いては、前回の調査（1990）でも、校内では

クラスメートの大部分と遊んだりして、特に

親密度の高い友人と時間を過ごすわけではな

いとの結果があり、再び同じ結果を得たこと

になる。この点は、今後、同種の調査を行う

とき、学校内での行動を観察する上での、留

意点になろう。

 今一点の、オーストラリア人の友人との電

話の頻度は、親密度と強い相関を示した。こ

れについては、筆者が特に取り上げた変数な

ので説明しておきたい。よく海外駐在員など

の間でも、電話が一人前にできるようになる

と・その人の外国語としてのコミュニケー

ションカは合格だなどという、少し乱暴な話

が流布している。あとのアンケート調査の結

果と照合すると、確かに電話の頻度は、各々

の児童の英語力と有意に相関してい飢しか

し更に注目すべきは、それが各々の児童が個

別に受けている英語のレッスンの量とは、相

図1 スピアマンの順位相関係数によるオーストラリア人の友人との

  親密度と学校内外でのインターラクションの相関関係

④学校にいる時、一緒に

  過ごす頻度

        一〇．28

①下校後および週末にお互い

  訪問しあう頻度

           O．33

②共通のスポーツやサークル

  に参加している頻度

           O．35

③電話をかけあう頻度

O．33

親密度
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関していないことである。．ネイティヴによる

英会話のレッスンをあま・り受けていない子供

が、」日常生活の中では、遊びの約東や、お互

いの好きな話題を話したくて電話をかけあう

姿が、そこには明らかに浮かび上がる。1

一以上のことから・何が導き出されるか。学

校内という場も、一家庭教師による英語のレッ

スンも、一共にフォrマルなセッティングであ

る。それに対して、放課後や週末、お互いの

家へ行き交う、同じスポーツクラ・ブに入る、

そして電話をかけあうなどは、自らのスボン

デイニアスな働きかけがないと出来ないもの

であろう，。そうした後者のような活動が出来

ている子供が、現地の子供とより深い交友を

持っているという結果が出たということを、

我々は見過ごしてはいけないのではないだろ

うか。海外子女教育の現場では、どちらかと

言えば学校主導型の、相互交流や交換会など

について、よく議論がなされている。しかし

この点に関して、今一度様々．な角度から捉え

直さなければならないのではあるまいかと考

えるのである。

 B 親密度を規定する要因（表1参照）

 まず第一に挙げなければならない点は、各

児童のオーストラリアでの滞在年数の長さ

が・オーストラリア人との親密度に極めて強

い相関を示したことである。これは、当たり

前と言ってしまえば、そう一言えなくはないの

であるが、先ρ、学校外での友人と過ごす時

間数の多少と併せて考えると、物理的セッ

ティングの量の大切さを、単純なことだけに

再確認したいところである。すなわち、表1

にあるように、母親の態度の中でも、『どれだ

け現地の子供を家に呼ぶようにしている

か。」、『どれだけ現地のクラブやサークルに

子供を参加させているか。』の2点の頻度が、．

やはりその子供とオーストラリア人の友人と

の親密度に強い影響を与えているのである。

滞在年数が長くても、母親が実際にそのよう

な機会を作らない場合、子供のオーストラリ

ア人への親密度は当然低くなる傾向が強い。

 次に、自宅での英語のレッスンを受けさせ

ている頻度は、子供の親密度とも英語力とも

有意な相関を示していないこ・とにも・．再び注

目し一たい。これなどは、岩崎が、『家庭でとっ

ている＝積極的英語手段が多い程、英語得点が

低い。」としたニュ十ヨrクでの調査（岩崎、

1・982）と、全’く同じ結果が出たことになる。

親’（大人）は、言葉や文化を、レッスンや講

習会等で学習（スタディ［）するのに対し、

子供は、交友関係を中心に、獲得（アクワイ

アー）するという面を、もっと強く認識する

必要があると考えら．れる。

 それに対して、親密度と以下の項目との問

1Fは戸意な相関．は得られなかった。つまり、

一子供の親密度は、母親の現地社会での社交

性、海外赴任歴、母親・子供のオーストラリ

アと日本のマスコミや情報との接触量等に

は、あまり影響を受けないことが分かったの

である。ただしその一方、前回の11名への調

査（1993）においては、母親の現地社会での

社交性に、有意な相関が見られた。これらの

結果に、筆者はこのような因子の測定の難し

さを痛感するのである。現に今までの研究で

も、例えば、岩間が単一文化性克服の研究で

取り上げた因子（岩間、1990）と、塚本が複

眼的視座を得るために重要と考えた因子（塚

本、1987）では、共通するものもあるし、異

なった結果をもたらすものも出てい孔現地

社会や文化への態度が、その子供の現地での

交友関係にどれくらい影響をもたらすかなど

という、広く社会や文化に関わる点に関して

は、今後、かなり厳密な調査が要求されるの
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表1 親密度に影響を与えていると考えられる要因

滞在年数

母親がどれだけ現地のスポーツクラブやサークルに子供を参加させているか

母親がオーストラリア人の子供を家に呼ぶ頻度：

O．80

O．84

O．72

表2 親密度に影響を与えているとは、はっきり言えない要因

家庭でどれだけ英語のプライベートレッスンを受けさせているか． O．48

子供のオーストラリアのマスコミ・情報との接触度 O．39

母親のオーストラリアのマスコミ・情報との接触度 O．37

子供が白本のことをなっかしく思う気持ち O．32

母親の白本のマス±ミ・情報との接触度 ’O．32

子供の日本のマスコミ・情報との接触度． P．24

．子供のオーストラリ・アに対するイメージ ○二11

．’ ﾆ庭の学校に対する評価 O．06

（誌蕊屋姦）

ではないかと考えるのである。

 最後に、母親と子供の因子間で、母親の現

地生活での満足度と子供のそれが、有意な相

関を示した点について述べておきたい。問題

惇特に母親の方に多いのであるが、現地生活

の満足度が、果たして現地の人や社会への満

足度なのか・・現地の日本人社会から得られた

満足度なのかを、真に峻別する必要があると

いうことである。．モーエルでは、筆者の観察

によれば後者のようなケースは少なかった

が、日本人の多い大都市の一部では、当然逆

の場合二すなわち、日本人社会での生活への

満足度の季が高いといラケース’も多く早られ

ることを忘れてはなるまい。

β．おわりに

 以上、海外子女教育における年来のテーマ

であった異文化接触について、現地とのイン

ターラクションの多さでは群を抜くモーエル

補習授業校を舞台に、日本人死量と現地の子

供のフレンドシップ・ネットワークを軸とし

て考察してきた。海外子女の異文化接触につ

いては既に様々な分析が行われ、その中で現

地の人との相互交流の少なさが幾度も指摘さ

れてきた。そのようなコンテクストのなか、

インターラクションそのものへの分析を試み

ることは、この問題への糸口を掴むことに繁

がると考えたのである。

 数年にわたる研究の中で、その調査法を洗

練し、また標本数を増やしながら・日本人児

童の現地の子供への親賓度を求め、そのイン

ターラクションとの関係、そして影響を与え

る要因を探ってきた。ここで再び結果の繰り

準し一は述べないが二時間・場所といった物理

的セッティングの果たす役割の重要性が確認

されたことは、これまでの一連の調査に、子

供や親の異文化に対するイメージや態度とい

う、ややもすると大きなフレームでのみこの

問題を論じかねないことへの留意点を示した

ことになるであろう。そして、校外の、いわ

ば管理されない自発的な行動の重要性が表れ

たことは、今後の海外子女教育に、一つの課
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題を投げかけたことになったと考えるのであ

る。

          （注）

①よく「全日制日本人学校か補習授業校か」とい

  う議論がなされたが、そのようなフレームは

  英語圏を中心とする先進数カ国でのみ言い得

  ることなので・広い意味では・日本人学校か現

  他校という捉え方の方が良いと思われる。

②例えば、加藤（1988）では、将来への期待を含

  んだ議論が展開されている。

③例えば、カニングハム（1988）は、長年ニュー

  ヨークで臨床教育に携わったものとして、

  様々な問題点を提起している。

④海外児童の国際的資質等に関するすぐれた研

  究が近年幾つか発表されている（例えば、中西

  編著、1991）。本研究はその概念的掘り下げや、

  一般化をはかる方向とは別に、ワレンドシッ

  プ・ネットワークにおけるインターラクショ

  ンという事柄に限定して調査を行ったもので

  ある。

⑤最近岩間は、海外滞在年数の長短は、海外日本

  人児童の単一文化性克服の要因にはならない

  のではないかという見解を示している（岩間・

  1990）。ただ、そこでは単一文化性克服という

  概念が間われているのであって、本稿で扱う

  インターラクションの密度とは別に考えなけ

  れぱならないことは、自明のことながら確認

  したい。同時に、この単一文化性克服の意味に

  ついては、更に検討を加える必要があると考

  えられる。

⑥保護者に対するアンケートとすると、父親か

  母親のどちらが回答したかは不明になるので、

  ここでは母親と明記して回答してもらう必要

  があった。
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